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要　　約
　女性の年収分布は，ここ 25 年間で低所得層，中間所得層では年収が減少し，高所得層
では年収が増加した。低中年収層の年収下落はパート労働者の増加によって説明できるの
に対し，高所得層の年収増加は，高学歴化や長期勤続化などの要因で説明できることが分
かった。次に，2004 年の配偶者特別控除一部廃止の既婚女性の労働供給に対する効果を
分析した。その結果，2004 年の税制改正は低収入の既婚女性の労働時間と収入を増加さ
せた一方で，税制改正に直接的な影響を受けていない年収 103 万円以上の既婚女性に関し
ては，同時期に起こった夫の所得増加傾向を受け，税制改正によって顕著になった予算制
約線上の屈曲点（つまり 103 万円）まで年収を低下させるという非連続な収入下落が見受
けられた。結果として，女性の労働供給を増やす目的で導入された税制改正であったが，
低所得層における収入増加と中高収入者層の 103 万円への移動が起こり，皮肉にも，歴史
的に存在する，日本の既婚女性の収入分布の103 万円における「ゆがみ」はより顕著となった。

　キーワード：�女性の労働供給，103 万円の壁，配偶者控除・配偶者特別控除，DiNardo, 
Fortin, and Lemieux 分解，Firpo, Fortin, and Lemieux 分解
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Ⅰ．はじめに

　女性の活躍推進は，安倍内閣の政策目標の一
つである。人口減少社会において，女性や高齢
者が働きやすい環境を作り，労働力人口を維持
すると共に，労働生産性を上げていくことが，
日本が今後成長を持続できるかどうかの鍵であ

る。その一つの施策として，「日本再興戦略改
定 2014（2014 年 6 月閣議決定）」において，少
子高齢化の進展や共働き世帯の増加など社会情
勢の変化に対応した女性の働き方の選択に対し
て中立な税・社会保障制度等への見直しが挙げ
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られている。
　具体的には，103 万円の壁，130 万円の壁と
呼ばれている既婚女性の税制，社会保障制度の
見直しが議論の対象になっている。103 万円の
壁というのは，主に第 II 節以後で詳述するが，
納税者に控除対象配偶者（給与収入が 103 万円
以下）がいる場合に一定の金額の所得控除が受
けられるという配偶者控除の適用要件に起因す
る壁である。一方，130 万円の壁というのは，
国民年金第二号被保険者が厚生年金，健康保険
などで保険料を負担している一方で，第二号被
保険者の被扶養配偶者（第三号被保険者）は，
保険料を負担する必要がなくなる基準額が自身
の年収の 130 万円であることから発生する壁で
ある。いずれも，制度発足当時には，サラリー
マン世帯の専業主婦の「内助の功」に報いるこ
とが大きな目的であった。
　しかしながら，近年，男性の雇用者と無職の
妻からなる「片働き世帯」は減少する一方，「共
働き世帯」が増加するなど，女性のライフスタ
イルが多様化している。また，家族のあり方も
大きく変化し，現役世代においても単身世帯が
増加している。さらに，一定の年収を超えない
方が有利であるとして就労調整をする配偶者が
いるとも言われ，女性の活躍を推進する中，税
制・社会保障制度が女性の就業抑制に影響を与
えている可能性も指摘されている。
　このような状況下，政府税制調査会は，配偶
者控除については，「働き方の選択に対して中
立的な税制の構築」という観点から，2014 年
11 月に論点整理（第一次レポート）をとりま
とめ，「二重控除」問題の解消などに対応でき
る 5つの選択肢を示した1）。更に，2015 年 11
月に，「経済社会の構造変化を踏まえた税制の
あり方に関する論点整理」で，個人所得課税全
般について，中期的な税制のあり方について検
討するために，制度の沿革，国際比較などを行

うことを通じ，課題を浮き彫りにした。今後の
税制改正でも，配偶者控除を含めた個人所得課
税については議論されることとなっている。
　この章の第 II 節では，これらの 103 万円の
壁，130 万円の壁など，特に，女性の就業に影
響を及ぼすと考えられる日本の税制の特徴をま
ず説明し，就業調整の現状を報告する。103 万
円は，所得税の非課税限度額でもあると同時に，
企業の支給する配偶者手当でも多くのケースで
閾値となっている。さらに，年収が 103 万円に
集中する理由は配偶者控除のみではなく，企業
から支給される配偶者手当など，他の理由も関
係している。このように，既婚女性に関しては，
配偶者控除・特別控除，第三号被保険者の立場
等を意識して就業調整をしている場合が少なか
らず存在することが明らかとなった。
　第Ⅲ節では，厚生労働省の賃金構造基本統計
調査の 1989 年から 2013 年までのデータを用い
て，その期間，女性の年収分布がどのように変
化したかを論じた。その結果，1989 年から
2013 年にかけて，女性の低所得層，中間所得
層では年収が減少し，2013 年には 103 万円へ
の集中度合いはより大きくなっている。高所得
層においては 1989 年に比して，2013 年には収
入が増加している。これらの分布変化を分解分
析の手法を用いて分析した結果，主に年収分布の
変化は，属性構成変化（Composition Effect）に
よってもたらされていることが分かった。具体
的には，低所得層・中間層の収入下落はパート
労働者の増加によって主に説明できるのに対
し，高所得層の収入増加は，高学歴化や長期勤
続化などの属性の変化が寄与していることが明
らかとなった。
　しかしながら，この第Ⅲ節における分析は，
あくまで，1989 年から 2013 年までの年収分布
の変化を，労働者と企業属性そのものの変化
（Composition Effect）と，各属性の収入への影

１�）二重控除問題とは，配偶者の収入が年収 65 万円から 103 万円の場合に，納税者本人の配偶者控除と配偶者
の基礎控除が同時に，また 103 万円から 141 万円の場合に，納税者本人の配偶者特別控除と配偶者の基礎控
除が同時に適用されるため，片働き世帯や共働き世帯よりも控除額の合計額が多く，アンバランスが生じて
いるという問題である。
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響度（収益率）の変化（Structural Effect）に分
解することのみを目的としている。したがって，
2004 年に起こった配偶者特別控除の一部廃止
の効果や，昨今の配偶者控除の議論の高まりに
よる意識変革，制度認識の普及などの，属性変
化以外の要因は，上記の分解方法においては，
いわゆる「残差」部分に含められてしまう。ま
た，ここでの分析で使用している賃金構造基本
統計調査は，配偶者の有無や配偶者の所得等の
情報が得られないため，第Ⅳ節において，デー
タを慶應義塾家計パネル調査に変えて，より厳
密な政策評価を行った。
　第Ⅳ節ではYokoyama （2015）に基づき，
2004 年の配偶者特別控除一部廃止が既婚女性
の労働時間・収入分布に与えた影響を分析して
いる。日本の配偶者控除のシステムには，配偶
者の収入増加に伴い，控除が減額されるという
特徴がある。女性労働力率が上昇する社会的変
化の中，2004 年に配偶者の年収が 103 万円未
満の納税者に対して，配偶者特別控除が廃止と

なった。配偶者控除・特別控除の両システムが
長時間労働を妨げる方向に働くことを鑑みる
と，この税制改正は既婚女性の労働供給を増加
させると予測されたが，統計の平均値を見た場
合，期待された効果を確認することはできない。
そこで，第Ⅳ節では，税制改正の平均的効果で
はなく，労働時間・所得分布全体に対する効果
を，理論的・実証的に分析する。理論モデルでは，
この税制改正が既婚女性の予算制約線上の103
万円における屈曲点を顕著にしたことを示し，所
得グループ別に税制改正の労働供給への効果を
する。実証分析においては，慶應義塾家計パネル
調査（2004-2007）を用いて，Quantile difference-
in-difference や近年提唱された新たな分解分析
（FFL・DFL分析）の手法で税制改正の効果
を推定する。
　第V節では，政府税制調査会等の現時点での
検討状況を簡単に紹介し，第VI 節では，第Ⅲ節・
第Ⅳ節で得られた分析に基づいて考察を加える。

Ⅱ．103 万円・130 万円の壁

　いわゆる「103 万円の壁」や「130 万円の壁」は，
日本に特有のサラリーマン世帯の専業主婦の「内
助の功」に報いる税制，社会保障制度である。
多くの被扶養配偶者が，所得がこれらの金額を
超えないように調整をしているという現状がある
と言われている。その実態については，Ⅱ－3で
具体的に見ることにする。この節では，配偶者
控除を始めとし，労働供給を調整するようなイン
センティブを生み出す税制に焦点を当てる。

Ⅱ－ 1． 配偶者控除
　日本には，配偶者控除と配偶者特別控除の 2

種類の配偶者控除が存在する。元来，配偶者控
除はフルタイムで家事を行う主婦の世帯への貢
献を過小評価するべきではないという考えか
ら，1961 年に創設された。控除額は，創設の
翌年以降逐次引き上げられ，現在では 38 万円
となった。しかし，配偶者の収入が一定額（当
時は 90 万円）に達した時点で配偶者控除が終
了するという特徴から，配偶者の所得がその閾
値をわずかでも超えた場合，世帯の可処分所得
が，配偶者の所得が閾値にわずかに達しなかっ
た場合の世帯の可処分所得よりも，少なくなる
という逆転現象が存在した2）。この閾値におけ

２�）夫の所得税額計算上配偶者控除が適用されなくなるとともに，主婦自身も独立して税負担が生じるため，
かえって世帯全体の手取りが減少してしまうという問題（パート問題）のことを指す。
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る可処分所得の逆転現象を是正するため，1987
年に，上乗せ部分である配偶者特別控除が導入
された。表 1は，配偶者の年収額ごとの所得税
の配偶者控除の額を表している。3）

 配偶者控除の実際の表は，配偶者の合計所得
金額によって定義される4）。合計所得金額とは，
給与所得者については給与収入額から給与所得
控除を引いたもの，自営業者などのその他の労
働者については，収入額から必要経費を引いた
ものとして計算される。給与所得控除の額は年
収に対して決まっているため，合計所得金額は

元の収入と一対一対応をする（例えば，年収
180 万円以下の場合，給与所得控除は 65 万円）。
したがって，説明を簡易化するため，ここでは
給与所得者の収入を用いて，配偶者の年収に基
づいた配偶者控除・特別控除の額を説明する。
配偶者控除は 38 万円に固定されており，給与
所得者の場合，配偶者の収入が 103 万円を超え
ると同時に消失する。このように，一定額（103
万円）を超えると急に配偶者控除がなくなり，
かつ，配偶者特別控除は，配偶者の収入が増え
るにつれ，徐々に減額される仕組みとなってい

３�）住民税の配偶者控除システムは，所得税の仕組みとほぼ同じであるが，住民税の場合，配偶者控除額は 38
万円ではなく，33 万円から始まるという違いが存在する。
４�）配偶者控除の適用がない者で，納税者本人の合計所得金額が 1,000 万円以下で，かつ，配偶者の合計所得
金額が 38 万円超 76 万円未満である者に配偶者特別控除が適用される。

表 1　配偶者控除制度と 2004 年における配偶者特別控除の一部廃止

配偶者控除 配偶者特別控除 配偶者控除・配偶者特別控除合計額

配偶者の
年収額 

（単位：百万円）
1961～ 1961～1987 1987～2003 2004～ 1961～1987 1987～2003 2004～

0～0.699 0.38 0 0.38 0 0.38 0.76 0.38
0.70～0.749 0.38 0 0.33 0 0.38 0.71 0.38
0.75～0.799 0.38 0 0.28 0 0.38 0.66 0.38
0.80～0.849 0.38 0 0.23 0 0.38 0.61 0.38
0.85～0.899 0.38 0 0.18 0 0.38 0.56 0.38
0.90～0.949 0.38 0 0.13 0 0.38 0.51 0.38
0.95～0.999 0.38 0 0.08 0 0.38 0.46 0.38
1.00～1.029 0.38 0 0.03 0 0.38 0.41 0.38

1.03～1.049 0 0 0.38 0.38 0 0.38 0.38
1.05～1.099 0 0 0.36 0.36 0 0.36 0.36
1.10～1.149 0 0 0.31 0.31 0 0.31 0.31
1.15～1.199 0 0 0.26 0.26 0 0.26 0.26
1.20～1.249 0 0 0.21 0.21 0 0.21 0.21
1.25～1.299 0 0 0.16 0.16 0 0.16 0.16
1.30～1.349 0 0 0.11 0.11 0 0.11 0.11
1.35～1.399 0 0 0.06 0.06 0 0.06 0.06
1.40～1.409 0 0 0.03 0.03 0 0.03 0.03
1.41～ 0 0 0 0 0 0 0

注�）表 1は，配偶者の年収額の階層別に適用される所得税の配偶者控除を示している。この表は給与所得者のみに適用される。
すべての所得者に適用されるのは，総収入金額ではなく総所得額と定義され，給与所得者の場合は「総収入額－給与所得控除」，
その他の所得者の場合は「総収入額－必要経費」として計算される。また，閾値が現在の 103 万円となったのは，配偶者控
除額が 38 万円に上昇した 1995 年であるため，過去の年代では表の構成は同じだが，必ずしも表 1と値は一致しない。例えば，
1961 年の配偶者控除創設年においては，90 万円が閾値として使用されていた。

（出所）　国税庁ホームページを元に筆者作成
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る。これらの税制の労働供給への効果を考慮し
た場合，配偶者控除と配偶者特別控除どちらに
も当てはまる特徴は，配偶者が長時間働くこと
を妨げるインセンティブを提供し得るというこ
とである。この配偶者控除制度のもつ労働供給
への潜在的な影響は，長い間批判の対象となっ
ており，特に，女性の就業率が上がるにつれ，
ますます批判が高まってきている傾向にあった。
　それを受け，2003 年 3 月末に日本の国会は，
配偶者の年収が 103 万円に満たない納税者につ
いては，配偶者特別控除を廃止するという法案
を可決し，この法案は，2004 年税年度に施行
された。この配偶者特別控除の一部の廃止は，
所得税については 2004 年会計年度に，住民税
については 2005 年会計年度に施行された。

Ⅱ－ 2．就業調整を誘発し得る要因
　日本では，Ⅱ－１節で述べた配偶者控除・特
別控除以外にも，控除，手当などの恩恵を失っ
たり，獲得できたりする労働時間の閾値がいく
つか存在する。これらの取得及び労働時間の閾
値の存在は，人々が所得や労働時間を閾値の下，
又は上に調整するインセンティブとなり得る。

Ⅱ－２節では，人々が労働供給を調整するイン
センティブとなり得る主な要因を見直し，これ
らの要因が所得分布に与える影響について明ら
かにする。

Ⅱ－ 2 － 1．非課税限度額
　日本では年収が 103 万円以上になった際に，
所得税の納税義務が生じる。所得税は，｛年収
－給与所得控除－基礎控除－その他控除（該当
する場合）5）｝×税率6）－（税率に対応する）控除
額－税額控除（該当する場合）7）で計算される。
表 2にあるように，給与所得控除額は，aY＋b
で定式化できる。ここでYは年収を示す。こ
の表からもわかるように，全ての給与所得者は，
最低 65 万円の給与所得控除を受ける資格があ
る8）。表 2で計算される控除額が 65 万円以下
の場合，65 万円に設定される。また，日本の
全ての納税者は，38 万円の基礎控除を受ける
資格がある為，どの納税者にも適用され得る控
除総額は，65 万円の最低給与所得控除と 38 万
円を合わせた額となる。つまり，年収が 103 万
円を超えた場合に，所得税を納め始めることと
なる9）。すると，103 万円までは所得税はゼロ

５�）その他の控除には，次のものが含まれる：配偶者控除，配偶者特別控除，扶養控除，雑損控除，医療費控除，
生命保険料控除，社会保険料控除，地震保険料控除，寄付金控除，小規模企業共済等掛金控除，障害者控除，
寡婦控除，寡夫控除，勤労学生控除，老年者控除（2005 年に廃止）。
６�）税率は 2007 年に，それまでの 4階層制（10%, 20%, 30%, 37%） から 6階層制（ 5%, 10%, 20%, 23%, 33%, 
40%）に変更になった。2014 年には，現在の 7段階制（ 5%, 10%, 20%, 23%, 33%, 40%, 45%）に変更になった。
７�）何らかの税額控除が適用される場合，課税所得金額に税率を乗じて算出した所得税額から，税額控除を直
接差し引くことができる。税額控除の主なものとして，配当控除，外国税額控除，政党等寄附金特別控除，
認定NPO法人等寄附金特別控除，公益社団法人等寄附金特別控除，その他各種控除などが挙げられる。
８�）給与所得者が定めにある特定支出をした場合，その年の特定支出の額の合計額が，下記の表の区分に応じ
それぞれ「特定支出控除額の適用判定の基準となる金額」を超えるときは，確定申告によりその超える部分
の金額を給与所得控除後の所得金額から差し引くことができる制度が存在する。特定支出とは，次のものを
含む：（１） 通勤費 , （２） 転居費 , （３） 研修費 , （４） 資格取得費 , （５） 単身赴任などの場合における帰宅旅
費 , （６）勤務必要経費 （国税庁（2011））。

９�）現在の給与所得控除の最低保障額である 65 万円は 1989 年に設定された。それまでは 1975 年から 1983 年
までの間は 50 万円，1984 年から 1988 年まで 57 万円であった。基礎控除もこれまで幾度も変遷を遂げてい
るため，非課税限度額が常に 103 万円であったわけではない。例えば，基礎控除は 1975 年から 1976 年まで
は 26 万円であったため，この期間の非課税限度額は 76 万円（＝ 50 万円（給与所得控除の最低保障額）＋26
万円）であった。次に，1977 年から 1982 年までは基礎控除が 29 万円であったため，非課税限度額は 79 万
円（＝50 万円＋29 万円），同様の理由で，1983 年の非課税限度額は 80 万円（＝50 万円＋30 万円），1984 年
から 1988 年までは 90 万円（＝57 万円＋33 万円），1989 年から 1994 年までは 100 万円（＝65 万円＋35 万円）
であった。1995 年以降，基礎控除が現行の 38 万円に設定されたことで，給与所得控除 65 万円に 38 万円を
足して，所得税の非課税限度額が 103 万円に設定された。
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円で，これを超えると所得税が発生するため，
労働者には，年収が 103 万円を超えない様に労
働時間を調整するインセンティブが生じる可能
性がある。

Ⅱ－ 2 － 2．配偶者控除・配偶者特別控除
　Ⅱ－１節で確認したように，配偶者の年収が
103 万円を超えた時点で，納税者本人は配偶者
控除を失う。このことから，配偶者控除が消失
することを恐れて，年収が 103 万円未満になる
ように就業調整を行うケースも観察される。ま
た，収入増加に伴い配偶者特別控除が少なくな
ることを理由に就業調整を行うケースも存在する。

Ⅱ－ 2 － 3．年金・医療の社会保険料の負担が
発生する年収
　日本の年金制度の被保険者は，第 1号被保険
者（20 歳以上 60 歳未満の自営業者・農業者と
その家族，学生，無職の人等），第 2号被保険
者（民間会社員や公務員など厚生年金，共済の
加入者），及び第 3号被保険者（第 2号被保険
者に扶養されている 20 歳以上 60 歳未満の配偶
者（年収が 130 万円未満の人））に分類される。
すると，各カテゴリー間をある程度選択する余
地があるため，この制度自体も労働の仕方を調
整する要因になりうる（大石（2003））。以下で
はその選択肢を見ていく。

（１）第 1 号と第 3 号の間の選択
　年収が130 万円に満たない配偶者は，第 3号
被保険者に分類され，第 2号被保険者の扶養配
偶者として扱われ，年金と健康保険の支払いを
する必要はない。しかし，年収が130 万円に相当
するかそれを超えた場合，第1号被保険者に分
類され，国民年金と国民健康保険の支払いが求
められる。したがって，年収が130 万円以上にな
ると配偶者の健康保険，厚生年金等の被扶養者
からはずれ，自分で加入しなければならなくなる
ことを避けるために就労調整をする者も存在する。

（２）第 2 号とその他のカテゴリーの間の選択
　通常の就労者の所定労働時間及び所定労働日
数のおおむね 4分の 3以上の就労者について
は，原則として，健康保険及び厚生年金の被保
険者として取り扱うこととなっている。これら
の保険料は，従業員の賃金に比例しており，雇
用者と従業員の間で二分割される。したがって，
正社員の所定労働時間の 4分の 3以上になると
健康保険，厚生年金等に加入することになるこ
とから，就業調整を行うケースも存在する。

Ⅱ－ 2 － 4．企業が提供する配偶者手当
　企業が提供する配偶者手当の規則は，企業に
よって異なる。人事院によって実施された平成
27 年職種別民間給与実態調査によると，家族
手当を提供する企業の 84.9% が，配偶者の収入

表 2　2016 年度の給与所得控除額

給与等の収入金額
（給与所得の源泉徴収票の支払金額）

給与所得控除額

1,800,000 円以下
収入金額×40%

650,000 円に満たない場合には 650,000 円

  1,800,000 円超   3,600,000 円以下 収入金額×30%＋180,000 円

  3,600,000 円超   6,600,000 円以下 収入金額×20%＋540,000 円

  6,600,000 円超 10,000,000 円以下 収入金額×10%＋1,200,000 円

10,000,000 円超 12,000,000 円以下 収入金額×5%＋1,700,000 円

12,000,000 円超 2,300,000 円（上限）

（出所）　国税庁HP （https://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1410.htm）
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に基づき配偶者手当の資格の有無を決定してい
る。これらの企業のうち，68.6% が 103 万円を
その閾値とし，配偶者の年収がその閾値以上の
場合は配偶者手当の提供を止めている。これは，
103 万円が税制における配偶者控除の閾値であ
るからである。25.8% の企業が，社会保険料の
支払の閾値 130 万円を配偶者手当の閾値に設定
している（5.4% が異なる閾値を定めている）。
配偶者手当の月毎の平均額は，13,000 円であ
る。したがって，前述のように，配偶者特別控
除を導入にしたことにより，可処分所得の「逆
転現象」を克服した後も，企業支給の配偶者手
当の閾値により，家計の予算線における落ち込
みがいまだ存在するケースも少なくない 
（Takahashi et al. （2009））。

Ⅱ－ 2 － 5．雇用保険料
　週に 20 時間以上勤務し，一定期間以上雇用
される見込みの労働者は，雇用保険に加入する
ことになっている。この想定される期間はこれ
まで幾度も改訂されてきているが，労働時間が
週の所定労働時間 20 時間以上になると雇用保
険に加入することになるために，労働時間を調
整するケースも存在する。

Ⅱ－ 2 － 6．その他
　その他には，主に，会社の都合により雇用保
険，厚生年金等の加入要件に該当しないように
しているケースや，現在支給されている年金の
減額率を抑えるまたは減額を避けるために雇用
調整をするケースも観察される。

　この節で見てきたように，配偶者が103万円未
満の収入を選択した場合，配偶者控除，非課税資
格を得，雇用主が提供する配偶者手当を受ける資
格が得られる可能性もある（ただし，配偶者手当
を得られる基準は企業によって異なる）。さらに，
年収を130万円未満，又は以上に調整したり，正

社員の労働時間の4分の3未満，又は以上に調整
したりすることで，社会保険制度のカテゴリーを
自ら選択することも可能となる。これを踏まえて，
次節では，どの制度的要因や慣習が，女性の就業
調整要因になっているのかを見ていくこととする。

Ⅱ－ 3．就業調整の現状
　図 1は，この節で紹介した要因が既婚女性の
労働力供給に与えた影響について示している。
データは，厚生労働省の平成 23 年パートタイ
ム労働者総合実態調査を用いた。対象者はパー
トタイマーの既婚女性で，このうち，21%の
女性が過去 1年間に就業調整をしたと回答し
た。次に，過去 1年間に就業調整をしたと回答
したパートタイマー既婚女性 （21%） の中で，
就業調整の各潜在的要因が自分の就業調整に影
響を与えたと回答した対象者の割合を図 1は示
している。複数回答が可能なため，就業調整を
したパートタイマー女性を母数として各要因に
影響を与えたと回答した人の割合が示されている。
　図 1を見ると，非課税限度額に対する 103 万
円の閾値が，就業調整に最も影響力があり，配
偶者控除・特別控除が 3番目に影響力のある要
因であることが分かる。また，税制上の配偶者
控除の消失点に合わせ，多くの企業がこの値で
配偶者手当の消失点としていることから，左か
ら 3つ目までの要因は，103 万円の壁に大いに
関わるものと解釈できよう。この調査結果から
も，103 万円の壁は，多くの女性労働者にとっ
て，重要な閾値となっていることが見て取れる。
　図 2は，1989 年 と 2013 年，1995 年 と 2013
年の女性の年収のヒストグラムを比較したもの
である。1989 年には非課税限度額も配偶者控
除も閾値が給与所得者の場合 100 万円に設定さ
れており，1995 年以降は 103 万円になったた
め，その閾値をまたがないように考慮した階級
値を設定してある10）。図 2からは年々，閾値に
おける集中度が高くなってきていることが見て

10�）1989 年の基礎控除と配偶者控除額は 35 万円であり，給与所得控除は 65 万円であったため，給与所得者の
非課税限度額と配偶者控除の閾値は 100 万円であった。閾値が現在の 103 万円となったのは，配偶者控除額
が 38 万円に上昇した 1995 年であるため，1995 年と 2013 年の分布との比較も図 2の下図に示した。
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図 1　�就業調整の理由別パートタイマー既婚女性労働者の割合 
（2010 年）

（出所）�　平成 23 年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省）よ
り筆者作成

図 2　1989 年と 2013 年，1995 年と 2013 年の女性の年収分布比較

（注）�　6 月の月給× 12 ＋前年のボーナス額で年収が計算されている。尚，年収は名
目値を用いている。1989 年のヒストグラムの階級幅は 10 万円であるが，100 万
円の周りの階級値は 90 万円以上 100 万円以下，次の階級が 101 万円以上から始
まっている。1995 年と 2013 年のヒストグラムの階級幅は 10 万円であるが，103
万円周りの階級値のみ，103 万円をまたがぬよう，90 万円以上 103 万円以下，
103 万円から 110 万円未満までを一つの階級に含めている。

（出所）　賃金構造基本統計調査より筆者作成
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取れる。これは，多くの女性が，年収が各年の
閾値を超えないよう，労働供給を調整する傾向
が強まっていることを反映していると思われ
る。賃金構造基本統計調査のデータの制約から，
婚姻の有無に関する情報がないため，標本を既
婚者に限定できていないが，配偶者控除が両年

とも存在していたにも関わらず，閾値の直前の
階級の密度の大きさが大きく異なることは興味
に値する事実である。次節以降では，1989 年
から 2013 年までの間に何があったのか，また
どのような要因がこの結果に結びついたのかに
関して，分析を加える。

Ⅲ．1989 年と 2013 年の年収分布比較と要因分解

　前節に見た1989 年と2013 年の女性の名目年
収分布は，①労働者と企業の属性構成変化の効
果（Composition Effect）と，②構造変化の効果
（Structural Effect）に分解される。属性変化と
は，例えば，労働者の高齢化，高学歴化，パー
ト化，企業規模の変化等が該当する。構造変化
とは，労働者や企業属性が収入に与える影響の
大きさ，つまり収益率の変化（例えば，教育の
リターン，勤続年数の長期化が年収に与える効
果の大きさ，パートタイム労働者であることが収
入に与える影響の大きさの変化等）のことである。
　本節では，DFL分解 （DiNardo et al. （1996）） 
により，視覚的に年収分布の変化を上記の効果
に2分する。この際，仮に属性が 1989 年のまま
であったら実現していたはずの2013 年の仮想的
な分布を描くことで，その仮想的分布と2年分
の実際の年収分布との比較により分布変化を視
覚的に2つの効果に分解することが可能となる。
　その次に，FFL分解 （Firpo et al. （2007）, 
（2010））という手法を使って，DFL分解によ
り分解された 2つの効果をそれぞれ，さらに教
育，勤続年数，など様々な要因に分解する。こ
れにより，1989 年から 2013 年までの収入分布
の変化をより厳密に分析することが可能となる。

Ⅲ－ 1．DFL 分解
　以下ではまず，図 3において，女性の年収分

布をDFL分解する11）。ここでは，属性として，
労働者の学歴，潜在経験年数，勤続年数，産業，
フルタイム／パートタイムの別，企業規模が含
められている。
　図 3における1989 年の実際の年収分布（太
線）は，160 万円付近に最頻値があるが，2013
年の実際の年収分布（点線）では，最頻値が
103 万円付近にある。また，2013 年の実際の分
布では，103 万円付近と200 万円付近に塊が 2
つあり，2極化傾向が顕著となっている。残さ
れた細い実線は，仮に 2013 年に労働者と企業属
性が 1989 年のものに固定されていたとしたら実
現したであろう仮想現実的な 2013 年の年収分布
を表している（以下では仮想的年収分布と呼ぶ）。
　3つの年収分布を比較した場合，1989 年と
2013 年の実際の分布の乖離は全体的には，主と
して仮想的年収分布と 2013 年の実際の分布と
の乖離で説明できる。この 2つの年収分布は使
用されている属性を異にするため，年収分布変
化は，主に属性の変化で説明されることが分か
る。また，2013 年の仮想的年収分布は，2013
年の年収分布と比べると全体的に右に位置して
いることから，労働者の属性分布が仮に変わら
なかったとしたら女性の年収はもっと高かった
はずであることが分かる。さらに，2013 年の実
際の年収分布は 1989 年の実際の分布に比して
500 万円付近の層に厚みがあり，この乖離も仮

11）DFL分解の詳しい手法に関しては補論 1を参照。
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想的分布と 2013 年の実際の分布の乖離で説明
されることから，属性構成変化で説明されるこ
とが分かる。このように，DFL分解では，実際
の年収分布の変化を，属性構成変化とそれ以外
の構造変化に分解することが可能であるが，「属
性」と一言で言っても具体的に，労働者の学歴，
潜在経験年数，勤続年数，産業，フルタイム／
パートタイムの別，企業規模のうちのどの要因
がこの分布変化を説明しているのかはDFL分
解の図 3からだけでは知ることができない。

Ⅲ－ 2．FFL 分解
　そこで，より詳しく図 3の結果を解釈するた
め，FFL分解12）を行い，結果を図 4（a ～ c）
に示す。図 4a によると，女性の第一 10 分位の
収入は，左上の図より 1989 年以降 2013 年まで
一貫して下落していることが分かる13）。次に，

右上の図で，属性構成変化と構造変化に分けた
場合，両方が収入変化にマイナス方向に寄与し
ていることが分かる。また，どちらかというと，
属性構成変化で説明される部分が大きく，これ
はDFLの結果とも整合的である。左下の図が，
属性構成変化をさらにそれぞれの属性変化の寄
与度に分解したものであり，右下の図は，全体
の構造変化を，各属性の収入への影響力の変化 
（収益率の変化）に分解している。
　属性構成変化を見ると，第一 10分位の年収
の下落に寄与しているのは主に，パートタイム
労働者の増加，サービス産業化などの産業構造
の変化であることがわかる。一方で，マイナス
の構造変化の構成要因を見ると，各属性の収益
率の変化というよりは，それらでは説明できな
い「残差」部分が少なからず存在すると言える。
ここには，政策変化や，人々の意識の変化等，様々

12）FFL分解の詳しい手法に関しては補論 2を参照。
13�）厳密に言うと 2009 年以降は微増しているが，1989 年から 2013 年まで，全体的に見ると減少傾向と言って
問題はないと言える。

図 3　女性の年収分布の DFL 分解

（注）�　細い実線（Counter Factual: X=1989）は仮に 2013 年に労働者と企業属性が 1989
年のものに固定されていたとしたら実現したであろう仮想現実的な 2013 年の年収分
布を表している。

（出所）　賃金構造基本統計調査より筆者作成
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な要因が含まれている。ここに関しては属性の
みを説明変数に含めたFFL分解ではこれ以上
の解釈は不可能なため，次節でこの「残差部分」，
特に政策変化に関して詳しく見ることとする。
　図 4b では，中央値の年収の変化に焦点を当
てている。まず，左上の図を見ると，1989 年
以降，2013 年まで中央値の年収は，90 年代半
ばまでは増加，その後横這いになり，2000 年
代以降は減少傾向にあることが見て取れる。右
上の図において，属性構成変化と構造変化の内
訳を見てみると，2000 年代の中央値における

年収の低下は主に属性変化で説明されることが
分かる。これもDFLの結果と整合的である。
次に，左下の図において属性構成変化をさらに
詳しく分解すると，年収にマイナスに影響して
いるのは，パート労働者の増加であることが分
かる14）。高学歴化の影響はプラスに影響をして
いるが，パート労働者の供給増加効果がそれを
上回り，2000 年代では全体的に属性構成変化
は年収に対しマイナスに寄与している。中分位
の構造変化の効果は第一 10 分位のマイナスの
効果と異なり，年収に対して全体としてプラス

14�）分析に使った賃金構造基本統計調査は，2005 年に調査票を大幅に見直した。結果を解釈する際には，その点
に留意が必要である。具体的には，2005 年調査票改正による最大の影響は，パートタイム労働者の捕捉率が急
増したことであり，今回の分析の中では，構成変化のパートタイム労働者に大きな影響を及ぼすことが想定さ
れる。一方で，2005 年調査票改正は，構造変化の推計値にはあまり影響を与えていないと考えられる。しかし
ながら，図 4（a, b）の第一 10 分位，中分位の両結果を見ても，2005 年より前からもパート労働者はコンスタ
ントに増えてきていることから，パート労働者増加の結果が単に調査票の改訂によるものとは考えにくい。

図 4a　女性の年収分布における第一 10 分位の FFL 分解

（注）�　左上の図では，年収に対数値をとった値の推移を見ている。その右の図では，
左図で確認した全体の変化を，属性構成変化の効果（Composition Effect）と構
造変化の効果（Structural Effect）に 2分している。左下の図では，属性構成変
化の効果（Composition Effect）の効果をさらに，教育年数（Educ），潜在教育
年数（＝現在の年齢－社会に出た年齢） （Exper），勤続年数（Tenure），産業ダ
ミー変数（Ind），パート労働者を 1とするパートダミー変数（Part），企業規模
（Size）の要素に分解している。左図の構造変化でも同様の分解が行われてい
るが，これまでどのカテゴリーにも属さ差ない要素は「Others」に入ることに
なる。

（出所）　賃金構造基本統計調査より筆者作成
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に寄与している。その内訳は，主に教育のリター
ンの増加で説明できる。また，第一 10 分位では，
構造変化の効果は「残差」部分で主に説明され
たが，中分位ではそのような部分は比較的小さ
いことが分かる。
　最後に，年収分布の第九 10 分位の結果が図
4c で報告されている。まず，図 4c の左上の図
から，年収は 1989 年以降 2003 年まで上昇傾向
にあり，その後若干減少しているが，2013 年
の年収自体は 1989 年のものよりは高いことか
ら，第九 10 分位ではこの期間中年収の増加が
あったと言える。これは，DFL分解での年収
500 万円付近の層の密度の増加が見られたこと
と整合的である。また，図 4c の右上の図で属
性構成変化が構造変化の大きさを上回り，年収
にプラスに影響していることは，DFLの図の
500 万円付近の乖離が主に属性構成変化の効果
で説明されることと整合的である。次に，図
4c の左下の図において，属性構成変化の効果
を各属性の寄与度に分解した場合，高学歴化や
長期勤続化，企業の大規模化，産業構造の変化
などが年収増加に寄与したことが分かる。特に，
高学歴化と長期勤続化の効果が顕著である。一

方，右下の構造変化の分解を見てみると，潜在
経験年数の収益率低下と企業規模による収益率
低下（大企業・中小企業間の収入格差の縮小）
による収入減少分が，教育のリターン増加の効
果を上回り，全体としては収入にマイナスに影
響していることが分かる。
　この節の結果をまとめると，1989 年から
2013 年にかけて，女性の年収分布の下層部，
中間層部では収入が縮小シフトし，上層部にお
いては収入が増加しているが，これらは主に属
性構成変化によってもたらされていると言え
る。下層部・中間層部の収入下落はパート労働
者の増加によって主に説明できる一方で，上層
部の収入増加は，高学歴化や長期勤続化などの
属性の変化が寄与していることがFFL分解に
よって明らかとなった。
　しかしながら，前述のように，政策の
Treatment ダミー変数などを入れていない
FFL分解による分析では，政策効果を厳密に
検証できているわけではなく，あくまで，労働
者・企業属性そのものの変化とその収益率の変
化に分解することのみを目的としている。した
がって，2004 年に起こった配偶者特別控除の

図 4b　女性の年収分布における第五 10 分位の FFL 分解

（注）　図 4a の注と同様。
（出所）　賃金構造基本統計調査より筆者作成
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一部廃止の効果や，昨今の配偶者控除の議論の
高まりによる意識変革などの属性構成変化以外
の要因は，上記の分解方法における構造変化の
残差部分に含められてしまう。また，ここで使

用している賃金構造基本統計調査は，配偶者の
有無や配偶者の年収等の情報がないため，厳密
な政策効果分析については，次の第Ⅳ節で述べ
たい。

Ⅳ．2004 年の配偶者特別控除の一部廃止の効果分析

　第Ⅲ節のDFL法による分析は，政策効果を
厳密に検証できているわけではなく，構造変化
の残差には，各属性とその収益率以外の全ての
要因が反映されてしまっている。そこで本節で
は，2004 年の配偶者特別控除廃止に焦点を当
てて，その政策効果を厳密に分析する。
　配偶者控除制度自体が既婚の女性の労働力に
どのような影響を与えたかについては，多くの
文献があるものの（安部・大竹（1995）, 樋口

（1995）, 神谷（1997）, Akabayashi （2006）, 萩
原（2008）, 高橋（2010）, Takahashi （2010）, 
Bessho and Hayashi （2014）），2004 年の税制
改正が女性の労働供給にどのような影響を与え
たか分析した論文はまだ少ない15）。さらに，税
制改正が年収分布全体に与えた影響を分析した
研究は存在しない。税制改正は低収入の既婚女
性にのみ直接的な影響を与えているため，すべ
ての女性の平均値を見ることはミスリーディン

15�）数多くの海外研究もまた，税制改正の労働供給への効果を推定している：例えば，Eissa and Liebman （1996）
はアメリカのTax Reform Act of 1986 の影響を分析している。さらに，Blundell et al. （1998） は 1980 年代
の英国の税制改正が労働供給に与えた影響を分析している。

図 4c　女性の年収分布における第九 10 分位の FFL 分解

（注）　図 4a の注と同様。
（出所）　賃金構造基本統計調査より筆者作成
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グであり，結果的に，既婚女性全体の平均値を
見ることで税制改正の効果が非有意になるとい
う可能性もある16）。加えて，もし，税制改正が
税制改正には影響されない高収入の既婚女性の
潜在的選択肢を変えることで間接的に何らかの
行動変容が起こるとすれば，サンプルを，直接
影響を受ける低収入の女性だけに限定すること
もまた新たな発見を見落とすことにつながりか
ねない。それ故，この研究では，収入グループ
の異質性について考慮し，かつ，収入の平均値
に焦点を置くのではなく，政策変化が収入の分
布にどのような影響を与えるかを分析する17）。
　第Ⅱ節で述べられたように，配偶者控除と配
偶者特別控除共に，既婚女性が長時間働くこと
を潜在的に抑制するような特性を持つため，
2004 年の配偶者特別控除の一部廃止は，既婚
女性の労働供給を増加させると予測された。一
方，表 3において平均値の変化を見てみると，
既婚女性の年収と週労働時間は税制改正後減少
している。しかしながら，政策評価としてのこ
の数値の解釈に関しては注意が必要である。な
ぜなら，同時期に夫の平均所得が上昇している
という現象も起こっていたからである。この場
合，夫の年収増加が女性の労働供給を抑制し，
税制改正の効果が見えにくくなっている可能性
がある。 
　次に，世帯の予算制約線がこの 2004 年の税
制改正によりどのように変動したかを図 5の左
図の最も簡潔なケースを使って見ていきたい。
ここでは，夫の所得を外生として，妻が自分の
最適労働時間を選択するような理論モデルを想
定し，税制改正前と後の世帯の予算線を描く。
まずは夫の所得増加などの外生変数の変化のな
い時に税制改正のみ起こった想定で描かれてい
る予算線を図 5で考える。注意すべきは 103 万
円が改正前から給与所得者の所得税の非課税限

度額であるため，予算制約線において 103 万円
における屈曲点は税制改正以前から存在したこ
とである。しかし，70 万円以上のグループに
関しては，配偶者特別控除は収入の増加に伴い
徐々に減額される仕組みであったため，103 万
円以下の配偶者特別控除が一部廃止されたこと
で，70 万円から 103 万円以下の予算線の傾き
は急になった。また，収入 103 万円以下の配偶
者を持つ納税者に適用された控除を失ったこと
で，世帯の予算線の切片が下落し，その結果，
点線から実線へと変化した。
　さらに，103 万円が税制上の配偶者控除の消
失する点であることから，103 万円を企業の配
偶者手当の消失ポイントにしている企業が多い
ことは第Ⅱ－2－4節で述べた通りである。こ
れらの企業に勤める納税者を持つ世帯では，配
偶者の収入 103 万円において予算制約線の落ち
込みが観察される。
　この配偶者手当や，130 万円での社会保険料
にまつわる予算線の落ち込みも考慮した，より
現実的な予算線が図 5の右図に該当する。簡潔
化した左図でも，より現実的な右図でも共通し
て言えることは，2004 年の税制改正により，
配偶者特別控除が生み出していた屈曲点が 70
万円から 103 万円へと移動したということであ
る。これにより，103 万円における屈曲点がよ
り顕著となった。すると，「この予算制約線の
変化は，歴史的に存在した，収入分布の 103 万
円における塊をより顕著にするのではないか」
という仮説が立てられる。
　図 6は，各所得カテゴリー別に労働時間への
影響を見たものである。左図から，2004 年の
改正は収入 103 万円未満の低収入者の労働供給
を増やした一方で，103 万円以上の収入がある
配偶者には影響がないことが分かる。左図では，
年収 70 万円未満のグループは正の所得効果の

16�）この点はアメリカの社会福祉制度の改正を論じたBitler et al. （2006）の分析と似ている。つまり，彼らは
平均のみで評価することよりも，分布全体で効果を分析することの重要性を主張している。
17�）坂田・McKenzie （2006）は 2004 年の税制改正が労働参加決定には影響がなかったが，労働時間には小さ
な正の効果が見られたことを示している。彼らは週 35 時間より少なく働く女性をサンプルにとり，平均的な
効果を分析している。
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表 3　配偶者特別控除の一部廃止の前後の記述統計比較

改正前 改正後 変化分

完全失業率 （%） 5.3 （2003） 4.10 （2006） －1.20　

既婚女性　　　　
週労働時間 30.37 28.67 －1.69　

（19.11） （15.93） （0.54）
年収（百万円）  1.84  1.78 －0.06　

 （1.92） （1.76） （0.04）
夫の年収（百万円）  5.23  5.36 0.13

 （3.32） （3.23） （0.04）
1 時間当たり賃金率（百円）  8.81  8.95 0.14

 （8.64） （8.61） （0.09）

独身女性　　　　
週労働時間 36.18 37.46 1.28

（18.38） （17.56） （1.33）
年収（百万円）  2.13  2.25 0.11

 （1.40） （1.44） （0.06）
1 時間当たり賃金率（百円）  9.34  9.55 0.21

 （2.66） （2.34） （0.92）

（出所）�　慶応義塾家計パネル調査（KHPS: 2004-2007 年）より筆者が計算。平均値と括弧内には標準偏
差が報告されている。Yokoyama （2015） より引用

図 5　配偶者特別控除の一部廃止が世帯の予算制約に与える影響

（出所）　Yokoyama （2015）より引用
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みに直面し，年収 70～103 万円のグループは正
の所得効果と正の代替効果に直面し，労働時間
が増加することがわかる。一方，右図では 103
万円以上で予算線の変動がないため，最適点も
変わることはない。
　ここまでは外生変数に変化がないことを仮定
していたが，表 3の記述統計量で確認したよう
に，当時，既婚男性の平均収入が増加したとい
うことで，税制改正と同時に夫の所得増加が起
こった場合に，「本来税制改正には影響を受け
ないはずである」高所得の妻の労働時間に，ど
のような変化が起きるか，図 7を用いて見てい
く。まず改正後の予算制約線に夫の所得増加の
効果を加えたとする。その時例えば，141 万円
以上稼いでいて，もともとAにいた配偶者が
夫の所得増加を受けて，所得効果によって点
AからA’ に労働時間を減らすケースが可能性
として考えられる。一方で，141 万円以上は稼
いでいたけれどもAほどは消費への選好も強
くない配偶者Bという人がいたとする。その
時に，夫の所得増加が十分大きいと，103 万円
における新しい屈曲点に Jump するケースが存
在するのである。Yokoyama （2015）では，

141 万円以上稼いでいた妻が 103 万円まで収入
を減らすケースが存在することが Simulation
によって示された。
　図 7の右図に関しては，消費の選好パラメー
ターごとの最適収入を 2004 年の税制改正前後
で計算している。つまり，消費の選好と“Income 
Jump”の関係を調べることが目的である。具体
的には，Cobb-Douglas の効用関数に関してα
を消費の選好パラメーターとした場合に，その
αの値ごとに，妻の最適収入の Simulation の
結果を図示したものである。点線は，妻の
2003 年の最適収入を表しており，太線は，
2004 年の最適収入を表している。無論，消費
の選好が強いほど，最適収入は高くなるため，
右上がりの線となっているが，それよりも大事
なことは，夫の年収の増加と税制改正が同時に
起こった場合に，妻の最適収入が 141 万円以上
から，103 万円に Jump するケースが，αのあ
る範囲で起こりうるということである。先ほど
の右図でいうと，このαの範囲に収まってい
る人は，点Bから B’ へ移動をする人だと解釈
できる。よって，制度改正前に高所得グループ
に属するためには，ある程度消費への選好が強

図 6　配偶者特別控除の一部廃止が配偶者の労働供給に与える影響

（出所）　Yokoyama （2015） より引用
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い必要があるが， 141 万円以上から 103 万円へ
の Jump は，消費への選好が “強すぎる”と起
こらないのである。このことは，もともと収入
が非常に高いような，消費財への選好が非常に
高い女性は，夫の所得が増加したり，配偶者控
除の制度が変更されたりしたからといって，急
に 103 万円に年収を減らすがないということを
言っている。つまり，ここでの含意は 103 万円
への “Income Jump” は，（所得の高すぎない）
中高所得の既婚女性において，実現しやすいと
いうことである。
　図 8左図からは“Income Jump”に伴う労
働時間の減少が，小さな正の“Tax Reform 
Effect”によって緩和されるケースが存在する
ことが分かる。また，右図においては“Tax 
Reform Effect”が負になるケースはあるのか
について見ていく。まず，141 万円以上稼いで
いる配偶者が夫の所得の増加を受けて，税制改
正が起こらなかったとしたら点Cに移動して
いたケースを想定する。この場合に，税制改正
が実際に起こることによって，点Cから 103
万円まで Jump したとすると，それは負の税制
改正の効果になるはずだが，そのようなことは
起こり得ないということに注意したい。なぜか

と言うと，もともと点B’も点 Cも利用可能な
時にこの人は点Cを選んでいたため，もとも
と点B’より点 Cの方が好ましい選択肢なので
ある。したがって，税制改正が起こったとして
も点Cを選ぶことはない。つまり，141 万円以
上から 103 万円の Jump が負の税制改正効果に
よって説明されることはない。
　ここまでの理論的インプリケーションをまと
めると以下のようになる。
①�外生変数一定の下では，2004 年の税制改正
は，収入 103 万円未満の配偶者の労働時間を
増やす。収入 103 万円以上の既婚女性への影
響はない。 
②�夫の所得増加などの，潜在的に労働を抑制す
る方向の外生変数の変化は，収入 141 万以上
から 103 万円への Jump を引き起こす事があ
る。そしてこれは，中高所得者層に起こりや
すい。 
③�しかしながら，このケースにおいても“Tax 
Reform Effect”は負ではない。（いずれのケー
スも，税制改正の効果自体は負ではない。）
④�この“Income Jump”に伴う労働時間の低下
は主に，負の“Husband’s Income Effect”で
説明され，時に小さな正の“Tax Reform 

図 7　配偶者特別控除の一部廃止と夫の所得増加が同時に起こった場合

（出所）　Yokoyama （2015） より引用
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Effect”で緩和されることもある。 
⑤�税制改正の就業選択に対する効果は理論的に
は正だが，税制改正に伴う留保賃金の減少が，
市場賃金を下回るほど大きくはないケースも
大いに考えられるため，External Margin に
対して理論的に確固たることは言い難い。

　モデルから示唆された仮説を，Yokoyama 
（2015）では慶応義塾家計パネル調査（KHPS: 
2004-2007 年）を用いて検証している。まず，
各所得グループの既婚女性が，税制改正に対し
て ど の よ う に 反 応 し た か を，Quantile 
Regression の枠組の下で，差の差分析を用い

て検討した18）。分析の結果としては，労働参加
には有意な影響はなかったが，税制改正の年収
と労働時間に対する影響に関しては，低所得者
層で有意に正な結果が得られた19）。このことは，
平均における効果を見るだけではなく，それぞ
れの所得層ごとの影響を推計することの重要性
を示唆する結果であると言える。対照的に，高
収入の女性に対する税制改正の影響は非有意で
あり，これは，外生変数に変化がない状況の理
論モデルで得られた仮説と一致する。
　次に（税制改正の影響ではなく）夫の所得増
加の負の効果によって，中・高収入の既婚女性
が実際に収入を減少させたかどうかを検討する

18）結果の表やグラフはYokoyama （2015）を参照のこと。
19�）労働時間や就業の有無を調整するだけでなく職場での努力，仕事の選択，収入の受け取り方（例えば，給与，
配当，株式譲渡益）を通して，彼らの収入を調整することができる。財政学の論文の中でよく論じられてい
るように，人々は税金の額を減らすために労働時間以外の行動を変えることで，可処分所得を調整すること
ができる。例えば，“New Tax Responsiveness”の文献では，課税所得の，限界税率に対する反応を，税に
対する行動変容の統計値として扱うことが多い （Meghir and Phillips （2008）, Feldstein （1995））。また，日
本の税制改正の影響を分析するために，労働時間でなく，収入を使うということは，改革が労働時間以外の
行動変容が起こる懸念を回避する側面を持つ。そのため，この第Ⅳ節では，税制改正が収入と労働時間両方
にどのように影響を与えたかの両点を論じている。

図 8　“Income Jump” の夫の所得効果と税制効果への分解

（注）�　仮想現実的な予算制約線とは，2004 年にもしも税制改正が起こっていなかったら成立していたはず
の予算制約線を意味する。

（出所）　Yokoyama （2015） より引用
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ために，FFLの手法を採用した。それによって，
属性構成変化と構造変化による効果をさらに，
それぞれの個別の説明変数の寄与度に分解する
ことが出来る。Treatment ダミー変数で説明
される構造変化の効果はTreatment ダミー変
数の係数の変化を表すため，差の差分析におけ
る交差項に相当する。このTreatment ダミー
変数で説明される構造変化の効果は，FFL分
解でも低所得層において，正で有意であり，こ
のことは税制改正が低収入の既婚女性の収入増
加に寄与したことを示唆している。さらに，夫
の収入で説明される属性変化のマイナスの効果
は，中・高収入の既婚女性で大きさが最大であ
り，夫の収入増加に反応して中・高収入の既婚
女性の間で，非連続的な“Income Jump”が
発生した可能性を示唆している。なぜなら，理
論モデルで，この“Income Jump”が，税制
改正効果ではなく夫の収入増加のもたらす負の
効果によって主に説明できることが示されてお
り，このFFLの結果は理論と整合的であるた

めである。
　DFL分解による結果では視覚的に，低収入
および高収入の既婚女性が，2004 年以降，年
収分布の真ん中に集まっていることを示してい
る。したがって，税制改正後は，103 万円への
集中はより顕著になった。このように，税制改
正が，低収入の既婚女性の収入を増やすのに貢
献したのは事実であり，仮想現実的な年収分布
を見てみると，税制改正がなければ，もっと年
収分布は縮小シフトしていたという事実も見え
てくる。しかしながら，家計の予算制約線上の
103 万円における屈曲点をより顕著にしたこと
もまた事実である。それにより，直接は税制改
正の影響を受けなかった，中・高収入の既婚女
性の潜在的選択肢が変化し，改正と同時に夫の
所得増加などのネガティブショックがあったた
めに，中・高収入の既婚女性が，年収を 103 万
円に低下させるケースが見られたと解釈できる。
　その結果，夫の所得の大きな負の効果によっ
て引き起こされた収入の低下が低収入の既婚女

図 9　�Quantile 別にみる，FFL 分解の夫の所得増加で説明さ
れる属性構成変化分

（注）�　Husband’s Income Effect とは，FFL分解において夫の所得増
加で説明される属性構成変化分を示す。

（出所）　Yokoyama （2015） より引用
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性の収入の増加を相殺し，既婚女性の平均収入
は僅かに減少したという表 3における結果が得
られたと解釈できる。
　要約すると，2004 年の配偶者特別控除の一
部廃止は，既婚女性の労働供給の増加に貢献し
たが，歴史的に存在する 103 万円における歪み
をより顕著にしたという側面も存在する。した

がって，残りの配偶者控除が存在する限り，夫
の所得増加等の妻の労働供給を抑制する方向に
働く外生変数の変化が起きた場合に，中高所得
者の 103 万円への収入下落は以前より起りやす
くなると予測される。現に，103 万円の閾値へ
の集中は年々高まっていることからもこの分析
での結論の信ぴょう性が窺える。

Ⅴ．現在の議論

　配偶者控除は 1961 年に，夫婦は相互扶助の
関係にあって一方的に扶養している親族と異な
る事情があることから，扶養控除から分離する
形で創設された。創設当時は，人口ボーナス期，
合計特殊出生率が 2前後で推移，終身雇用・年
功賃金の正社員が中核，「片働き世帯」・専業主
婦が主流，夫婦と子供のいる世帯が主流，相対
的に所得格差が小さい時代であった。しかしな
がら，社会状況はこの 50 年間に大きく変わり，
現在は，人口オーナス期，合計特殊出生率は 1.4

程度，非正規雇用の拡大，共働き世帯の増加，
夫婦のみの世帯と単身世帯が増加，所得格差が
拡大する傾向が見られる。
　政府税制調査会は，配偶者控除については，
「働き方の選択に対して中立的な税制の構築」
という観点から，2014 年 11 月に論点整理（第
一次レポート）をとりまとめ，「二重控除」問
題の解消などに対応できる以下の 5つの選択肢
を示した。いずれの案も，配偶者に対する控除
を減らし，子育て支援を充実させる方向である。

図 10　既婚女性の年収分布と DFL

（出所）　Yokoyama （2015） より引用
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　政府税制調査会は，更に，2015 年 11 月に，「経
済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関
する論点整理」で，個人所得課税全般について，
中期的な税制のあり方について検討を行い，課
題を抽出した。今後の税制改正でも，配偶者控
除を含めた個人所得課税については議論される
こととなっている。
　また，国家公務員の配偶者手当の見直しにつ
いては，人事院において，民間企業の家族手当
の支給状況等について調査が行われ，それを元
に検討が進められている。民間企業の配偶者手
当は，政労使会議において，そのあり方の検討
を進めることとされている20）。そのような中，
例えば，トヨタ自動車の労使は，家族手当を大
幅に見直すことに大筋合意をした21）。

　また，（配偶者に限定していないが）短時間
労働者に対する被用者保険の適用拡大について
も，2016 年 10 月からは，大企業では，保険が
適用される労働者が拡大する。これまでは全企
業で，正社員の 4分の 3未満の労働時間の労働
者は被用者保険の適用が除外されていたが，
2016 年 10 月からは，従業員数 501 人以上の企
業では，週 20 時間以上働く労働者には社会保
険が適用される22）。更に，この対象拡大につい
ても，社会保障審議会等で議論が重ねられてい
るところである。

図 11　現行のシステム

20）「経済の好循環の継続に向けた政労使の取り組みについて（平成 26 年 1 月 16 日，政労使会議）」
21�）トヨタの家族手当は，現在は配偶者の年収が 103 万円以下の場合に，月額 19,500 円，子ども 1人当たり月
額 5,000 円であるが，将来的には，配偶者分の家族手当は打ち切り，子どもについては 1人当たり月額 2万
円に引き上げる（2015 年 7 月 7 日，朝日新聞デジタル）。
22�）第 89 回社会保障審議会医療保険部会（平成 27 年 10 月 2 日）資料 1によると，この改正により，適用拡大
対象となる労働者は約 25 万人，そのうち，約 10 万人が，現在，第 3号被保険者であると見積もられている。
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選択肢Ａ－１　配偶者控除の廃止と子育て支援の拡充

選択肢Ａ－2　配偶者控除の適用に所得制限を設けるとともに子育て支援を拡充

選択肢Ｂ－1　いわゆる移転的基礎控除の導入と子育て支援の拡充
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VI．おわりに

　本章では，就業調整をもたらすような日本の
税制の特徴をまず説明し，就業調整の現状を紹
介してきた。第 II 節では特に，配偶者控除と
配偶者特別控除の制度にふれ，103 万円の壁や
130 万円の壁などを，人々がどれほど意識して
就業調整をしているかを論じた。103 万円は，
所得税の非課税限度額でもあり，企業の支給す
る配偶者手当でも多くのケースで閾値となって
きていることからも，年収が 103 万円に集中す
る理由が配偶者控除のみとは限らない。しかし
ながら，厚生労働省の平成 23 年（2011 年）パー
トタイム労働者総合実態調査結果を見てみる
と，配偶者控除・配偶者特別控除を気にして就
業調整をしている女性は，「過去 1年間で就業
調整をした」と回答した女性の 37.7% 存在する
ことが分かった。
　また，第Ⅲ節では，厚生労働省の賃金構造基
本統計調査の 1989 年から 2013 年までのデータ
を用いて，分解分析を行った。その結果，1989
年から 2013 年にかけて，女性の年収分布の下

層部，中間層部では収入が縮小シフトし，2013
年には 103 万円への集中が大きくなったことが
分かった。高年収の女性に関しては 1989 年に
比して 2013 年において収入が増加している。
これらの分布変化はDFLや FFLなどの分解
分析を使用した結果，主に属性構成変化によっ
てもたらされていることが分かった。具体的に
は，下層部・中間層部の収入下落は主にパート
労働者の増加によって説明できる一方で，上層
部の収入増加は，高学歴化や長期勤続化などの
属性の変化が寄与していることが明らかとなった。
　しかしながら，このDFL・FFL分解による
分析は，政策効果を厳密に検証できているわけ
ではなく，あくまで，労働者・企業属性そのも
のの変化と各属性の収益率の変化に分解するこ
とのみを目的としている。そこで，第Ⅳ節では
2004 年の配偶者特別控除一部廃止が既婚女性
の労働時間・収入分布に与えた影響を分析した。
理論モデルでは，この税制改正が，既婚女性の
予算制約線上の 103 万円における屈曲点を顕著

選択肢Ｂ－2　いわゆる移転的基礎控除の導入・税額控除化と子育て支援の拡充

（出所）�　政府税制調査会「働き方の選択に対して中立的な税制の構築をはじめとする個人所得課税改革に関する論点整理（第
一次レポート）」
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にしたことを示し，所得グループ別に税制改正
の労働供給への効果を予測した。実証分析にお
いては，慶應義塾家計パネル調査（2004-2007）
を用いて，Quantile difference-in-difference や
近年提唱された新たな分解分析（FFL・DFL
分析）の手法で税制改正の効果を推定した。そ
して，この実証分析では理論モデルを支持する
次のような結果が得られた：2004 年の税制改
正は，低収入の既婚女性の労働時間と収入を増
加させた一方で，税制改正に直接的な影響を受
けていない年収 103 万円以上の既婚女性に関し
ては，同時期に起こった夫の所得増加傾向を受
け，税制改正によって顕著に変化した予算制約
線上の屈曲点，つまり 103 万円の閾値まで年収
を低下させるというケースが見受けられた。こ
れは理論的なモデルにおいて Simulation でも
示され，実際のデータを用いた実証分析でも示
された事実である。
 結果として，低所得層における所得増加と，
中高所得者層の 103 万円への非連続な所得移動
が起こり，皮肉にも，歴史的に存在する，日本
の既婚女性の収入分布の 103 万円における「ゆ
がみ」はより顕著となったということが示され
た。この結果は，賃金構造基本統計調査を使っ
た，1989 年と 2013 年の女性の年収分布でも，
2013 年にかけて，103 万円への集中現象が起
こっていた事実とも整合的である。
 これらの研究の含意は，2004 年には配偶者特
別控除の一部のみ廃止となったが，残りの配偶
者控除が存在する限り，夫の所得増加等の妻の
労働供給を抑制する方向に働く外生変数の変化
が起きた場合に，中高所得者の 103 万円への収
入下落は以前より起りやすくなるということ
だ。つまり，経済学的な予算線を考慮し，理論

的に結果を予測することなしに，政策を実施す
ると，税制改正の意図しない結果が起こりうる
可能性もあることを示唆している。
　また，第Ⅳ節の分析では，政策の前後 2003
年から 2007 年までしか考慮に入れていないが，
この政策の効果がラグをもって，だんだんと認
識が高まっていった可能性は否定できない。さ
らに，昨今の配偶者控除の議論の高まりから，
103 万円の壁を意識した行動をとる人が増えて
いるとも考えられる。これは，最近の税の顕著
性（Tax Salience）の議論と整合的であり，今
後も 103 万円の壁への集中傾向は続く可能性が
ある（Finkelstein 2009, Chetty et al. 2009）。
現在の配偶者特別控除が一部廃止されているよ
うな状況では，何か外生的なショックが起こっ
た際に 103 万円への集中は今後も続く可能性は
大いにありうる。
　第V節で述べたように，今後，配偶者控除
に関しては新たな局面を迎える可能性が高い
が，経済学の理論に基づいた政策提案をし，家
計における予算線に想定外の屈曲点などができ
ることのない政策が望まれる。また，これらは
非常に慎重になされなければならない議論では
あるが，一般の国民でもわかりやすく，誤解の
ないように受け取られる政策でなくてはならな
い。複雑な税制は，国民の正しい理解が伴わな
い可能性を孕むため，政府の意図とは異なる方
向に進んでしまう可能性があるためだ。そして，
客観的な視点に立って，中立的に政策評価を行
うことが可能なデータの構築・提供が進み，経
済学の理論に基づいた，より厳密な実証分析が，
政策をより良い方向へ導くことを祈って，この
章の終わりとしたい。
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補　　論　　1 
DFL （DiNardo-Fortin-Lemieux） Decomposition

　こ の 補 論 で は，DiNardo, Fortin and 
Lemieux decomposition（DFL分解）について
より詳しく説明をする （DiNardo, Fortin and 
Lemieux （1996）, Dinardo （2002）, Lemieux 
（2002））。この手法では，平均値分解の範囲を
超えて，セミ - パラメトリックな手法を使用す
ることにより，分布変化を視覚的に分解するこ
とが可能となる。この方法のメリットは分布の
変化を視覚的に 2つの要素，すなわち属性構成
変化および属性の年収に対する影響度の変化
（構造変化）に分解できることである。ここで
は，1989 年と 2013 年の女性の年収のサンプル
を使用して，それぞれの年の実際の年収分布と，
もしも労働者と企業の属性が 1989 年のままで
あったら 2013 年にはどのような分布になって
いたかを表す仮想的分布を比較することによ
り，分布変化を属性構成変化と構造変化に分解
することが可能になる。
　1989 年と 2013 年の分布間比較を一例とし
て，これよりDFL分解の手順を簡単に記述す
る。まず，1989 年における収入分布は以下の
ように表される。

　この式における f 1989（Y | X）は 1989 年にお
ける収入決定メカニズムであり，労働者と企業
属性Xを，収入分布Yに関連付けるものであ
る。同様に，2013 年の収入分布は以下のよう
に表される。

　Xの分布が 1989 年のXの分布に固定された
場合の，2013 年の仮想的な収入分布は以下の
ように表される。

　しかしながら，ベクトルX には一般に多く
の説明変数が存在し，非常に高い次元での積分
がなされるため，この仮想的分布を直接計算す
るのは困難である。そこで，DFLのアプロー
チではこの難題を克服するために以下の
reweighting 法を使用する。このとき，（A.3）
式の仮想的分布は以下のように書き直すことが
できる。

　この式におけるwはw≡h（X | t＝1989）/h（X 
| t＝2013）で定義される。そして，このwはベ
イズの法則により，以下のように書き替えられる。

w＝ h（X | t＝1989）h（X | t＝2013）

＝ P（X）P（t＝1989 | X）/P（t＝1989）P（X）P（t＝2013 | X）/P（t＝2013） （A.5）

　条件付き確率P（t＝1989 | X）と P（t＝2013 | 
X）は，Xという属性を持っていた場合にそれ
ぞれの年のサンプルとしてどれほど出現しやす
くなるかを表した Propensity Score を表して
いる。この分析においてこれらの Propensity 
Score は Probit あるいは Logit モデルを用いた
予測値として算出される。一方，P（t＝1989）
およびP（t＝2013）は，両年をプールしたデー
タの中のそれぞれの年のサンプルの割合を表
す。したがって，これらの材料を使って（A.4）
のように算出されたウエイトwを用いること
で，仮想現実的分布はカーネル密度推定により
推定される。

f 1989（Y）=∫f 1989（Y | X）h（X | t＝1989）dX�（A.1）

f 2013（Y）=∫f 2013（Y | X）h（X | t＝2013）dX�（A.2）

f 2013（Y）=∫f 2013（Y | X）h（X | t＝1989）dX�（A.3）1989

f 2013（Y）=∫f 2013（Y | X）h（X | t＝1989）dX
＝∫wf 2013（Y | X）h（X | t＝2013）dX
� （A.4）

1989

- 75 -

〈財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」平成 28 年第 2 号（通巻第 127 号）2016 年 10 月〉



補　　論　　2 
FFL （Firpo-Fortin-Lemieux） Decomposition

　FFL分解では，被説明変数であるY（ここ
では収入）の全変化は属性構成変化と構造変化
に分けられ，それらはさらに各説明変数の寄与
度へと分解される。この意味で，Oaxaca-
Blinder decomposition （OB分解）はこの方法と
類似した方法であろう（Jones （1983）, Jones and 
Kelley （1984）, Oaxaca and Random （1999）, 
Jann （2008））。しかしながら，FFL分解にみら
れる 2つの特質が，FFL分解と古典的なOB
分解を差別化している。一つ目は，FFLにお
いて通常の被説明変数Yの代わりにYの re-
centered influence function （RIF）を使用する
ことである。これにより，古典的なOB分解に
おいては平均値のみで可能であった分解が，平
均値だけでなく，Yにおける分布全体での分解
が可能にする（Firpo et al. （2007）, （2010））。
　概念的に，Influence function （IF）は各
Observation （Y）をひとつ増やす事が分布統
計値（平均値，分散，Quantile，ジニ係数など）
に与える影響を表している。ここでの目標は
（Y）の分布統計値をXの関数として表すこ

とである。この目標に至るまでの過程は，（Step 
1）Xの変化⇒Yの分布変化，（Step 2）Yの
分布変化⇒分布統計値（例：qτ）の変化，とい
う具合に二段階に分けられる。
　IFは Step 2 のみを行う性質を持つため，
Step 1とStep 2をつなげるにはLaw of Iterated 
Expectation （LIE）が必要となり，そのLIEを
使うためにRIF を使う必要性が生じてくる。
ここで重要な点は，RIF には，以下のように期
待値が分布統計量（ここでは qτ）と等しいと
いう非常に便利な特徴があることである。
qτ＝E［RIF］＝EX（E［RIF | X］）� （A.6）
　（A.6）のように，分布統計量と等しいRIF
の期待値に対し，LIE を適用することで，分布
統計量をXの関数として表すことができる。
したがって，IFでは Step 2 のみしか行えな
かったところを，RIF を使用することにより
Step 1 と Step 2 をつなげることができ，Yの
分布統計値をXの関数として表すことができ
る（Firpo et al., （2007）, （2010））。
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